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－ 1 －

（単位　千円）

補 正 前 の 額 計

81,041,491 225,728 81,267,219

競 輪 事 業 特 別 会 計 30,770,000 8,700,000 39,470,000

天 守 閣 事 業 特 別 会 計 146,000 146,000

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 19,343,000 2,328 19,345,328

国 民 健 康 保 険 診 療 施 設 事 業 特 別 会計 29,000 29,000

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 182,000 182,000

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 18,454,000 18,454,000

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 6,024,000 7,480 6,031,480

広 域 消 防 事 業 特 別 会 計 4,857,000 4,857,000

地 下 街 事 業 特 別 会 計 469,000 469,000

計 80,274,000 8,709,808 88,983,808

水 道 事 業 会 計 8,879,930 157,537 9,037,467

病 院 事 業 会 計 38,013,936 412,350 38,426,286

下 水 道 事 業 会 計 12,024,924 12,024,924

計 58,918,790 () 569,887 59,488,677

220,234,281 9,505,423 229,739,704

企

業

会

計

合 計

令 和 ７ 年 度 各 会 計 予 算 集 計 表

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

補 正 額
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議案第１０３号 

 

令 和 ７ 年 度 小 田 原 市 一 般 会 計 補 正 予 算 

 

令和７年度小田原市一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２２５，７２８千円を追加し、 

 歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ８１，２６７，２１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の  

歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                 小田原市長 加 藤 憲 一 
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第１ 算

10 教 育 費 8,323,657 54,915 8,378,

1

572

国

1 教 育 総

庫

務 費 3,277,08

負

1 50 3,277,1

担

31

金

2 小 学 校 費

1

1,742,412 4

補

3

3,148 1,785

,

,560

2

3 中 学

3

校 費 429,987 1

3

0,585 440,5

,

72

6

4 幼 稚 園 費

6

326,880 1,1

1

32 328,012

2

歳　　出

正

1

　　合　　計 81,0

,

41,491 225,

1

728 81,267,

1

219

0 13,254,771

2 国 庫 補 助 金 4,624,898 88,220 4,713,118

16 県 支 出 金 5,8

表

80,374 4,48

歳

2 5,884,856

　　

1 県 負 担 金 3,

入

911,220 3,5

款

51 3,914,77

項

1

補

2 県 補 助 金 1

正

,429,380 93

前

1 1,430,311

　

の額

18 寄 附 金 1,

補

512,290 1,0

　

84 1,513,37

正

4

　

1 寄 附 金 1,

額

512,290 1,0

計

84 1,513,37

千

4

円

20 繰 越 金 8

　

千

16,470 93,8

円

32 910,302

千円

1 繰 越 金 816,470 93,832 910,302

22 市 債 3,667,500 17,000 3,684,500

歳

1 市 債 3,667,500 17,000 3,684,500

歳　　入　　合　　計 81,041

1

,491 225,72

5

8 81,267,21

国

9

歳

庫

　　出

款 項 補正前の額

入

支

補　正　額 計

千円 千円

出

千円

金 2 総 務 費 9,1 918,564 23,7 697 9,942,2, 619

1 総 務 管 理

0

費 6,813,249

9

23,697 6,83

,

6,946

歳

0

3 民

8

生 費 36,225,9

7

17 119,282 3

1

6,345,199

09

1 社 会 福 祉 費 10

,

,392,896 63

3

,743 10,456

3

,639

0

2 児 童

出

1

福 祉 費 11,677,

8

396 31,248 1

,

1,708,644

01

3 生 活 保 護 費 6,

8

675,562 24,

,

291 6,699,8

4

53

1

8 土 木 費 6

7

,503,173 27

予

,834 6,531,007

2 道 路 橋 り ょ う 費 1,259,405 27,784 1,287,189

6 公 園 費 762,663 50 762,713
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第１ 算

10 教 育 費 8,323,657 54,915 8,378,
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572

国

1 教 育 総

庫

務 費 3,277,08
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1 50 3,277,1

担

31

金

2 小 学 校 費
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80,374 4,48

歳

2 5,884,856

　　

1 県 負 担 金 3,

入

911,220 3,5
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51 3,914,77

項

1

補

2 県 補 助 金 1

正

,429,380 93

前

1 1,430,311

　

の額

18 寄 附 金 1,

補

512,290 1,0

　

84 1,513,37

正

4

　

1 寄 附 金 1,

額

512,290 1,0

計

84 1,513,37

千

4

円

20 繰 越 金 8

　

千

16,470 93,8

円

32 910,302

千円

1 繰 越 金 816,470 93,832 910,302

22 市 債 3,667,500 17,000 3,684,500

歳

1 市 債 3,667,500 17,000 3,684,500

歳　　入　　合　　計 81,041

1

,491 225,72

5

8 81,267,21

国

9

歳

庫

　　出

款 項 補正前の額

入

支

補　正　額 計

千円 千円

出

千円

金 2 総 務 費 9,1 918,564 23,7 697 9,942,2, 619

1 総 務 管 理

0

費 6,813,249

9

23,697 6,83

,

6,946

歳

0

3 民

8

生 費 36,225,9

7

17 119,282 3

1

6,345,199

09

1 社 会 福 祉 費 10

,

,392,896 63

3

,743 10,456

3

,639

0

2 児 童

出

1

福 祉 費 11,677,

8

396 31,248 1

,

1,708,644

01

3 生 活 保 護 費 6,

8

675,562 24,

,

291 6,699,8

4

53

1

8 土 木 費 6

7

,503,173 27

予

,834 6,531,007

2 道 路 橋 り ょ う 費 1,259,405 27,784 1,287,189

6 公 園 費 762,663 50 762,713
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18,5008 土 木 費

第２表　　繰越明許費補正

  追　　加

款 項 事 業 名 金 額

千円

道 路 管 理 事 業2 道路橋りょう費

令 和 7 年 度

105,832

105,832

第３表　　債務負担行為補正

  追　　加

事 項 期 間 限 度 額

千円

子 育 て 支 援 拠 点 管 理 運 営 委 託 料
令 和 7 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

（予算計上額 0）

120,805千円に物価変動及び
税制度の変化による増減額を
加算した額

予算計上額 0

）

計

計 19,000

道 路 維 持 修 繕 事 業 費

リ サ イ ク ル 施 設 運 転 等 委 託 料

（予算計上額 0）

フ ラ ワ ー ガ ー デ ン 管 理 運 営 委 託 料
令 和 7 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

（

予算計上額 0

）

362,935千円に物価変動及び
税制度の変化による増減額を
加算した額

令 和 8 年 度

令 和 9 年 度

令 和 10 年 度

令 和 11 年 度

令 和 7 年 度

令 和 8 年 度 19,000

令 和 7 年 度 （予算計上額 0

河 川 維 持 修 繕 事 業 費

（

）

令 和 8 年 度 10,000

計 10,000

105,832

26,458

343,954
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第４表　　地方債補正

  変　　更

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

補 正 前 に 同 じ

起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額

道 路 橋 り ょ う
整 備 事 業 費

365,700

　普通貸借
又は債券発
行。
　事業の進
ちょくその
他の都合に
より翌年度
に繰り越し
て借り入れ
ることがで
きる。

 5.0％以内

（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率）

　政府資金に
ついてはその
融通条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
の融通条件に
よる。
　ただし、市
財政の都合に
より据置期間
及び償還期限
を短縮し、若
しくは繰上償
還をすること
又は低利債に
借り換えるこ
とができる。

382,700
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議案第１０４号 

 

令和７年度小田原市競輪事業特別会計補正予算 

 

令和７年度小田原市競輪事業特別会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ８，７００，０００千円を追加し、 

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ３９，４７０，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の追加は、「第２表 継続費補正」による。 

 

 

  令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                 小田原市長 加 藤 憲 一 
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第１ 算

1 事 業 収 入 29

補

,978,549 8,

正

700,000 38,678,549

歳　　入　　合　　計 30,770,000 8,700,000 39,470,000

歳　　出

款 項 補正前

表

の額 補　正　額 計

千円

歳

千円 千円

　

1 総 務 費

　

1,079,870 2

入

5,000 1,104

款

,870

項

1 競 輪

補

総 務 費 829,870

正

25,000 854,

前

870

　

の

2 事 業 費

額

29,675,012

補

8,181,600 3

　

7,856,612

正　

1 競 輪 開 催 費 29

額

,675,012 8,

計

181,600 37,

千

856,612

円

　

千

3 予 備 費 15,118

円

493,400 508

千

,518

円

1 予 備 費 15,118 493,400 508,518

歳　　出　　合　　計 30,770,000 8,700,000 39,

歳

470,000

1 事 業 収

入

入 30,020,23

歳

2 8,700,000

出

38,720,232

予
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令 和 7 年 度 5,000

令 和 8 年 度 5,000

千円 千円

1 総 務 費 1 競 輪 総 務 費
小 田 原 競 輪 場 走 路
改 修 設 計 事 業

10,000

第２表 　 継続費補正

  追　　加

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額
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－ 11 － 

議案第１０５号 

 

令和７年度小田原市国民健康保険事業特別会計補正予算 

 

令和７年度小田原市国民健康保険事業特別会計の補正予算は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２，３２８千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ １９，３４５，３２８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 

 

  令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                 小田原市長 加 藤 憲 一 
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第１ 算

9 2,328 4,94

補

7

歳　

正

　入　　合　　計 19,343,000 2,328 19,345,328

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 総 務 費

表

414,497 2,3

歳

28 416,825

　　

2 賦 課 徴 収 費 91

入

,072 2,328 9

款

3,400

項

歳　　出　　合　

補

　計 19,343,0

正

00 2,328 19,

前

345,328

　

の額 補　正　額 計

千円

　

千円 千円

歳

2 国 庫 支

入

出 金 2,619 2,3

歳

28 4,947

出予

1 国 庫 補 助 金 2,61
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  追　　加

3,758

予算計上額 0）令 和 7 年 度

令 和 8 年 度

計

3,758

第２表　　繰越明許費補正

款 項 事 業 名

1 総 務 費 2 賦 課 徴 収 費

千円

賦 課 徴 収 事 業 1,336

金 額

千円

資格確認書等作成・封入封かん委託料

（

  追　　加

  追　　加

第３表　　債務負担行為補正

事 項 期 間 限 度 額
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－ 11 － 

議案第１０６号 

 

令和７年度小田原市後期高齢者医療事業特別会計補正予算 

 

令和７年度小田原市後期高齢者医療事業特別会計の補正予算は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ７，４８０千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ ６，０３１，４８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                 小田原市長 加 藤 憲 一 
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第１ 算

,038 7,480 5

補

4,518

正

歳　　入　　合　　計 6,024,000 7,480 6,031,480

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 総

表

務 費 139,974 7

歳

,480 147,45

　

4

　

後 期 高 齢 者
医

入

療 総 務 費
1 122,8

款

08 7,480 130

項

,288

補

歳　　出　　合　　

正

計 6,024,000

前

7,480 6,031

　

の

,480

額 補　正　額 計

千円

　

千円 千円

歳

2 国 庫 支

入

出 金 47,038 7,

歳

480 54,518

出予

1 国 庫 補 助 金 47
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議案第１０７号 

 

令 和 ７ 年 度 小 田 原 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 

 
（総 則） 

第１条  令和７年度小田原市水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 予算第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

   （既決予定量）  （補正予定量）  （ 計 ）        

（４）主要な建設改良事業 

ア 第 五 期 拡 張 事 業 4,013,005 千円    157,537 千円    4,170,542 千円 

 

（収益的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり補正する。 

（科 目     ）    （既決予定額）  （補正予定額）  （ 計 ）        

収    入 

第１款 水道事業収益   3,548,333 千円     14,118 千円    3,562,451 千円 

第２項 営業外収益    749,503 千円   14,118 千円    763,621 千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

９３９，９０２千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

９３９，９３９千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

４０４，３１０千円、過年度分損益勘定留保資金 １４０，１８０千円、当年度

分損益勘定留保資金 ３９５，４１２千円」を「当年度分消費税及び地方消費税

資 本 的 収支 調 整額  ４ １ ８， ４ ２４千 円 、 過年 度 分損益 勘 定 留保 資 金 

２９４，４４４千円、当年度分損益勘定留保資金 ２２７，０７１千円」に改

め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科 目     ）    （既決予定額）  （補正予定額）  （ 計 ）        

収    入 

第１款 資 本 的 収 入   4,478,793 千円    157,500 千円    4,636,293 千円 

第１項 企 業 債   4,383,100 千円     157,500 千円    4,540,600 千円 

 

支    出 

第１款 資 本 的 支 出   5,418,695 千円    157,537 千円    5,576,232 千円 

  第１項 建設改良費   4,677,670 千円   157,537 千円    4,835,207 千円 
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（債務負担行為の補正） 

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度

額に、次のとおり追加する。 

 

事     項 期   間 限  度  額 

  千円 

高 田 浄 水 場 再 整 備 事 業 

設 計 建 設 事 業 費 （ そ の ３ ） 

令和 7 年度から

令和 11年度まで 
（予算計上額 157,537） 

563,746 

老 朽 管 対 策 事 業 費 
令和 7 年度から

令和 8 年度まで 

（予算計上額    0） 

13,200 

 

（企業債の補正） 

第６条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり改める。 

 

起債の目的 
補        正        前 補       正       後 

限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

上 水 道 

事 業 費 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

4,383,100 

 

普通貸借 

又は債券発 

行。 

 事業の進 

ちょくその 

他の都合に 

より翌年度

に繰り越し

て借り入れ

ることがで

きる。 

 

5.0％以内 

 

（ただし、 

利率見直し 

方式で借り 

入れる資金 

について、 

利率の見直 

しを行った 

後において 

は、当該見 

直し後の利 

率） 

 政府資金に 

ついてはその 

融通条件によ 

り、銀行その 

他の場合には 

その債権者と 

の融通条件に 

よる。 

 ただし、市 

財政の都合に 

より据置期間 

及び償還期限 

を短縮し、若 

しくは繰上償 

還をすること 

又は低利債に 

借り換えるこ 

とができる。 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

4,540,600      

 

 

 

 

 

 

 

 

補正前に同じ 

 

 

令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                 小田原市長 加 藤 憲 一 
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議案第１０８号 

 

令 和 ７ 年 度 小 田 原 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 

 
（総 則） 

第１条  令和７年度小田原市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 予算第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

     （既決予定量）   （補正予定量）  （ 計 ）        

（２）年間患者数 

    入  院       135,415 人        △2,555 人        132,860 人 

    外  来       261,006 人      2,460 人       263,466 人 

（３）一日平均患者数 

    入  院         371 人       △7 人       364 人 

    外  来        1,061 人        10 人      1,071 人 

 

 （収益的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科 目     ）    （既決予定額）   （補正予定額）  （ 計 ）        

収    入 

第１款 病院事業収益  15,289,702 千円   231,568 千円  15,521,270 千円 

  第１項 医 業 収 益   13,888,456 千円      206,548 千円  14,095,004 千円 

第２項 医 業 外 収 益    1,401,244 千円       25,020 千円   1,426,264 千円 

 

支    出 

第１款 病院事業費用  16,571,639 千円   410,000 千円  16,981,639 千円 

 第１項 医 業 費 用  15,980,422 千円   410,000 千円  16,390,422 千円 
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（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額      

１，８３１，６９６千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額          

１，８３３，６９６千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

３２，７６１千円、当年度分損益勘定留保資金１，１２０，５４２千円、繰越利益

剰余金処分額６７８，３９３千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額３４，０７１千円、当年度分損益勘定留保資金１，０２０，５４２千円、

建設改良積立金７００，０００千円、繰越利益剰余金処分額７９，０８３千円」

に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科 目     ）    （既決予定額）   （補正予定額）  （ 計 ）        

収    入 

第１款 資 本 的 収 入   19,610,601 千円        350 千円   19,610,951 千円 

第４項 寄 附 金     1,771 千円       350 千円        2,121 千円 

 

支    出 

第１款 資 本 的 支 出   21,442,297 千円       2,350 千円   21,444,647 千円 

第１項 建 設 改 良 費  20,974,626 千円      2,000 千円   20,976,626 千円 

第４項 基 金 造 成 費       2,271 千円       350 千円      2,621 千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正） 

第５条 予算第１０条に定めた経費の金額を次のとおり改める。 

（科 目     ）    （既決予定額）   （補正予定額）  （ 計 ）        

（１） 職 員 給 与 費    8,083,548 千円    262,000 千円    8,345,548 千円 

 

（重要な資産の取得の補正） 

第６条 予算第１２条に定めた重要な資産の取得を次のとおり改める。 

追  加 

種   類  名    称 数  量  

器 械 備 品 小児周産期用超音波診断装置等 一  式  

器 械 備 品 携 帯 型 医 療 用 情 報 端 末 一  式  

削  除 

種   類  名    称 数  量  

器 械 備 品 検 体 情 報 統 括 シ ス テ ム 一  式  
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（利益剰余金の処分の補正） 

第７条 補正予算第３条中「繰越利益剰余金６７８，３９３千円」を「繰越利益剰 

余金７９，０８３千円」に改め、同条に定めた利益剰余金の処分予定額を次のと 

おり改める。 

（科 目     ）    （既決予定額）   （補正予定額）  （ 計 ）        

（１） 建設改良積立金  678,393 千円   △599,310 千円      79,083 千円 

 

 

令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                 小田原市長 加 藤 憲 一 
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議案第１０９号 

 

令 和 ７ 年 度 小 田 原 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 

  

（総 則） 

第１条 令和７年度小田原市下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額に、次の

とおり追加する。 

 

事     項 期     間 限  度  額 

  千円 

汚 水 管 渠 整 備 事 業 費 
令和 7 年度から 

令和 8 年度まで 

（予算計上額   0） 

      30,000 

 

 

  令和 ７ 年１１月２８日提出 

 

                   小田原市長 加 藤 憲 一 

 





 

 

 

 

 

各会計の予算に関する説明書 
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令 小

金 17,909,08
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田

,018,417
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原
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,374 4,482 5

市

,884,856

 

1

一

8 寄 附 金 1,512,

 

290 1,084 1,

和 般

513,374
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会

繰 越 金 816,470
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計

302

歳

22 市 債 3,

 

667,500 17,

入

000 3,684,5

 

00

歳

歳

 

 

　　入　　合　　計 8

出

1,041,491 2

 

25,728 81,2

補
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 正 予 算

７
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年

（歳　 
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度
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千円 千円

15 国 庫 支 出
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 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2 総 務 費 9,918,564 23,697 9,942,261 23,697

（歳

3 民 生 費 36,225

 

,917 119,28

　

2 36,345,19

出

9 113,812 98

）

4 4,486

補　

8 土

　

木 費 6,503,17

正

3 27,834 6,5

　

31,007 17,0

　

00 50 10,784

額　　

10 教 育 費 8,3

の

23,657 54,9

　

15 8,378,57

　

2 50 54,865

財　　源

歳　　出　　合

　

　　計 81,041,

　

491 225,728

内

81,267,219

　

113,812 17,

　

000 1,084 93

訳

,832

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県
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 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2 総 務 費 9,918,564 23,697 9,942,261 23,697

（歳

3 民 生 費 36,225

 

,917 119,28

　

2 36,345,19

出

9 113,812 98

）

4 4,486

補　

8 土

　

木 費 6,503,17

正

3 27,834 6,5

　

31,007 17,0

　

00 50 10,784

額　　

10 教 育 費 8,3

の

23,657 54,9

　

15 8,378,57

　

2 50 54,865

財　　源

歳　　出　　合

　

　　計 81,041,

　

491 225,728

内

81,267,219

　

113,812 17,

　

000 1,084 93

訳

,832

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県
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２　

0

6 土 木 債 876,

9

300 17,000 8

,

93,300 1 道路橋

0

りょう債 17,000

8

道路橋りょう整備事業

7

債

109,330 18,018,417

(項) 1 国庫負担金

1 国 庫 負 担 金 13,233,661 21,110 13,254,771

1 民 生 費 負 担 金 13,231,424 21,110 13,25

歳

2,534 2 児 童 福 祉 費 21,110 児童手当負担金

負 担 金

2 国 庫 補 助 金 4,624,898 88,

節

220 4,713,1

款
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目

203 88,220 1

補
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の
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補
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0 1,084 1,51

額

3,374

1 寄

千

附 金 1,512,29

円

0 1,084 1,51

千

3,374

円

3 民 生 費 寄 附 金 1 98

千

4 985 1 社 会 福 祉 費

円

984 社会福祉基金寄

千

附金

寄 附 金

円

4 土 木 費 寄 附 金 24

千

7 50 297 1 公園費

円

寄附金 50 ふるさとみ

(

どり基金寄附金

款

5 教 育 費 寄 附 金

)

6,010 50 6,0

1

60 2 教 育 総 務 費 50

5

奨学基金寄附金

寄

国

附 金

20 繰 越 金 8

庫

16,470 93,8

支

32 910,302

出

1 繰 越 金 816,

金

470 93,832 9

1

10,302

5

1 繰 越 金 816,4

国

70 93,832 91

庫

0,302 1 繰 越 金 9

支

3,832

2

出

2 市 債 3,667,5

金

00 17,000 3,

1

684,500

7

1 市 債 3,667,5

,

00 17,000 3,

9

684,500
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歳　　入　　合　　計 81,041,491 22

節

5,728 81,26

款

7,219

)

項 目 補 正 前 の 額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円
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歳　　入　　合　　計 81,041,491 22

節

5,728 81,26

款

7,219

(項)

項 目 補 正 前 の 額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款)



－ 36 －

３　

出

,033 5,507,

金

360 2,101 93

地

2 18 負 担 金 補 助 3,

 

033 幼児教育・保育

方

の質の向上

　民間施

 

設等運営費補助事業

債

及 び 交 付 金

　　民間

そ

保育所等電気・ガス料

 

金高騰対策事業費補助

の

金

1,170

 

　　保育士宿舎家賃支

他

援事業費補助金 1,8

千

63

3 生 活

円

保 護 費 6,675,5

千

62 24,291 6,

円

699,853 24,

千

291

1 生

円

活 保 護 費 6,675,

千

562 24,291 6

円

,699,853 24

千

,291 10 需 用 費 4

円

3 セーフティネットの

千

充実

　生活保護事業

円

　　生活保護利

千

用世帯に対するエアコ

円

ン購入費等助成事業費

千

11 役 務 費 248

円

18 負 担 金

千

補 助 24,000

円

及 び 交 付 金

(款) 2 総務費

2 総 務 費 9,918,564 23,697 9,942,261 23,697

(項) 1 総務管理費

1 総 務 管 理 費 6,813,249 23

歳

,697 6,836,946 23,697

13 諸 費 537,981 23,697 561,678 23,697 21 補 償 補 填 2,096 一般経費

　過年度国県支出金等返還金 21,601及 び 賠 償 金

　市民

　

会館管理事業 2,09

補

622 償 還 金 利 子

　

21,601

及 び

正

割 引 料

3 民 生 費 3

　

6,225,917 1

額

19,282 36,3

　

45,199 113,

の

812 984 4,48

　

6

1 社 会 福 祉 費

財

10,392,896

　

　

63,743 10,4

源

56,639 62,7

　

59 984

内

1 社会福祉総務費 1,

　

950,918 1,4

訳

02 1,952,32

節

0 418 984 12 委

款

託 料 418 地域福祉活

項

動の支援 418

　

目

避難行動要支援者支援

出

補

事業

　　避難行

正

動支援システム改修委

前

託料24 積 立 金 9

の

84

一般経費 9

額

84

　内部事務

補

　　社会福祉基金積立

　

金

　　　（寄附金

正

充当　4件）

　

2 老 人 福 祉 費 59

額

5,079 31,28

計

1 626,360 31

特

,281 18 負 担 金 補

　

助 31,281 介護サ

定

ービスの提供

　介護

　

サービス事業者支援事

財

業及 び 交 付 金

　　

　

高齢者施設等物価高騰

源

対応支援金

一

3 障 害 者 福 祉 費 6,

般

361,028 31,

財

060 6,392,0

源

88 31,060 12

区

委 託 料 20,020 障

　

がい者サービスの充

　

実 11,040

　障

分

がい者福祉施設等運営

金

支援事業

　　障

　

がい福祉施設等物価高

　

騰対応支援金18

額

負 担 金 補 助 11,04

説

0

及 び 交 付 金 一般

　

経費 20,020

　

　障害福祉サービス費

　

等支給事務

　　シ

　

ステム標準化対応委託

　

料

2 児 童 福

　

祉 費 11,677,3

　

96 31,248 11

　

,708,644 26

　

,762 4,486

　

1 児童福祉総

　

務費 4,129,06

　

4 28,215 4,1

　

57,279 24,6

　

61 3,554 19 扶

　

助 費 28,215 子育

明

て支援の充実

　児童

国

手当支給事業

県

2 民間等保育所費

支

5,504,327 3
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３　

出

,033 5,507,

金

360 2,101 93

地

2 18 負 担 金 補 助 3,

 

033 幼児教育・保育

方

の質の向上

　民間施

 

設等運営費補助事業

債

及 び 交 付 金

　　民間

そ

保育所等電気・ガス料

 

金高騰対策事業費補助

の

金

1,170

 

　　保育士宿舎家賃支

他

援事業費補助金 1,8

千

63

3 生 活

円

保 護 費 6,675,5

千

62 24,291 6,

円

699,853 24,

千

291

1 生

円

活 保 護 費 6,675,

千

562 24,291 6

円

,699,853 24

千

,291 10 需 用 費 4

円

3 セーフティネットの

千

充実

　生活保護事業

円

　　生活保護利

千

用世帯に対するエアコ

円

ン購入費等助成事業費

千

11 役 務 費 248

円

18 負 担 金

千

補 助 24,000

円

及 び 交 付 金

(款) 2 総務費

2 総 務 費 9,918,564 23,697 9,942,261 23,697

(項) 1 総務管理費

1 総 務 管 理 費 6,813,249 23

歳

,697 6,836,946 23,697

13 諸 費 537,981 23,697 561,678 23,697 21 補 償 補 填 2,096 一般経費

　過年度国県支出金等返還金 21,601及 び 賠 償 金

　市民

　

会館管理事業 2,09

補

622 償 還 金 利 子

　

21,601

及 び

正

割 引 料

3 民 生 費 3

　

6,225,917 1

額

19,282 36,3

　

45,199 113,

の

812 984 4,48

　

6

1 社 会 福 祉 費

財

10,392,896

　

　

63,743 10,4

源

56,639 62,7

　

59 984

内

1 社会福祉総務費 1,

　

950,918 1,4

訳

02 1,952,32

節

0 418 984 12 委

款

託 料 418 地域福祉活

項

動の支援 418

　

目

避難行動要支援者支援

出

補

事業

　　避難行

正

動支援システム改修委

前

託料24 積 立 金 9

の

84

一般経費 9

額

84

　内部事務

補

　　社会福祉基金積立

　

金

　　　（寄附金

正

充当　4件）

　

2 老 人 福 祉 費 59

額

5,079 31,28

計

1 626,360 31

特

,281 18 負 担 金 補

　

助 31,281 介護サ

定

ービスの提供

　介護

　

サービス事業者支援事

財

業及 び 交 付 金

　　

　

高齢者施設等物価高騰

源

対応支援金

一

3 障 害 者 福 祉 費 6,

般

361,028 31,

財

060 6,392,0

源

88 31,060 12

区

委 託 料 20,020 障

　

がい者サービスの充

　

実 11,040

　障

分

がい者福祉施設等運営

金

支援事業

　　障

　

がい福祉施設等物価高

　

騰対応支援金18

額

負 担 金 補 助 11,04

説

0

及 び 交 付 金 一般

　

経費 20,020

　

　障害福祉サービス費

　

等支給事務

　　シ

　

ステム標準化対応委託

　

料

2 児 童 福

　

祉 費 11,677,3

　

96 31,248 11

　

,708,644 26

　

,762 4,486

　

1 児童福祉総

　

務費 4,129,06

　

4 28,215 4,1

　

57,279 24,6

　

61 3,554 19 扶

　

助 費 28,215 子育

明

て支援の充実

　児童

国

手当支給事業

県

2 民間等保育所費

支

5,504,327 3
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債

1,084 93,83

そ

2

 の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 8 土木費

8 土 木 費 6,503,173 27,834 6,531,007 17,000 50 10,784

(項) 2 道路橋りょう費

2 道 路 橋 り ょ う 費 1,259,405 27,784 1,287,189 17,000 10,784

1 道 路 橋 り ょ う 439,052

補

27,784 466,

　

836 17,000 1

正

0,784 10 需 用 費

　

9,284 生活道路の

額

整備と維持管理

　道

　

路管理事業総 務 費

の

　　扇町荻窪線ポン

　

プ場災害復旧工事請負

財

費14 工 事 請 負 費

　

18,500

源

6 公 園 費 762,6

　

63 50 762,71

内

3 50

1 公

　

園 総 務 費 145,92

訳

9 50 145,979

節

50 24 積 立 金 50 一

款

般経費

　内部事務

項

　　ふるさとみどり

目

基金積立金

　　　

補

（寄附金充当　1件）

正

10 教 育 費 8

前

,323,657 54

の

,915 8,378,

額

572 50 54,86

補

5

1 教 育 総 務 費

　

3,277,081 5

正

0 3,277,131

　

50

2 事 務

額

局 費 2,853,02

計

9 50 2,853,0

特

79 50 24 積 立 金 5

　

0 きめ細かな教育体制

定

の充実

　高等学校等

　

奨学金事業

　　奨

財

学基金積立金

　　

　

　（寄附金充当　1件

源

）

2 小 学 校

一

費 1,742,412

般

43,148 1,78

財

5,560 43,14

源

8

1 学 校 管

区

理 費 1,224,84

　

4 43,148 1,2

　

67,992 43,1

分

48 10 需 用 費 43,

金

148 教育環境の整

　

備

　小学校施設維持・

　

管理事業

3

額

中 学 校 費 429,98

説

7 10,585 440

　

,572 10,585

　

1 学 校 管 理

　

費 356,194 10

　

,585 366,77

　

9 10,585 10 需

　

用 費 10,585 教育

　

環境の整備

　中学校

　

施設維持・管理事業

　

4 幼 稚 園 費 3

　

26,880 1,13

　

2 328,012 1,

　

132

1 幼

　

稚 園 費 326,880

　

1,132 328,0

　

12 1,132 10 需

明

用 費 1,132 教育環

国

境の整備

　幼稚園施

県

設維持・管理事業

支出金

歳　　出　　合　　計

地

81,041,491

 

225,728 81,

方

267,219 113

 

,812 17,000
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債

1,084 93,83

そ

2

 の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 8 土木費

8 土 木 費 6,503,173 27,834 6,531,007 17,000 50 10,784

(項) 2 道路橋りょう費

2 道 路 橋 り ょ う 費 1,259,405 27,784 1,287,189 17,000 10,784

1 道 路 橋 り ょ う 439,052

補

27,784 466,

　

836 17,000 1

正

0,784 10 需 用 費

　

9,284 生活道路の

額

整備と維持管理

　道

　

路管理事業総 務 費

の

　　扇町荻窪線ポン

　

プ場災害復旧工事請負

財

費14 工 事 請 負 費

　

18,500

源

6 公 園 費 762,6

　

63 50 762,71

内

3 50

1 公

　

園 総 務 費 145,92

訳

9 50 145,979

節

50 24 積 立 金 50 一

款

般経費

　内部事務

項

　　ふるさとみどり

目

基金積立金

　　　

補

（寄附金充当　1件）

正

10 教 育 費 8

前

,323,657 54

の

,915 8,378,

額

572 50 54,86

補

5

1 教 育 総 務 費

　

3,277,081 5

正

0 3,277,131

　

50

2 事 務

額

局 費 2,853,02

計

9 50 2,853,0

特

79 50 24 積 立 金 5

　

0 きめ細かな教育体制

定

の充実

　高等学校等

　

奨学金事業

　　奨

財

学基金積立金

　　

　

　（寄附金充当　1件

源

）

2 小 学 校

一

費 1,742,412

般

43,148 1,78

財

5,560 43,14

源

8

1 学 校 管

区

理 費 1,224,84

　

4 43,148 1,2

　

67,992 43,1

分

48 10 需 用 費 43,

金

148 教育環境の整

　

備

　小学校施設維持・

　

管理事業

3

額

中 学 校 費 429,98

説

7 10,585 440

　

,572 10,585

　

1 学 校 管 理

　

費 356,194 10

　

,585 366,77

　

9 10,585 10 需

　

用 費 10,585 教育

　

環境の整備

　中学校

　

施設維持・管理事業

　

4 幼 稚 園 費 3

　

26,880 1,13

　

2 328,012 1,

　

132

1 幼

　

稚 園 費 326,880

　

1,132 328,0

　

12 1,132 10 需

明

用 費 1,132 教育環

国

境の整備

　幼稚園施

県

設維持・管理事業

支出金

歳　　出　　合　　計

地

81,041,491

 

225,728 81,

方

267,219 113

 

,812 17,000
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

支 出 （ 見 込 ) 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源 一 　般
財　 源

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て
の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み
及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

　　（単位　千円）

事　　　　　項 限 度 額 負 担 額

前年度 末ま での 当該年 度以 降の 左 の 財 源 内 訳

フラワーガーデン

管理運営委託料

362,935千円
に物価変動及
び税制度の変
化による増減
額を加算した
額

限度額に
同じ

令 和 7
年度から
令 和 12
年度まで

限度額に
同じ

限度額に
同じ

道 路 維 持
修 繕 事 業 費

10,000 10,000 100

令 和 7
年度から
令 和 8
年度まで

10,000 9,900

河 川 維 持
修 繕 事 業 費

19,000 19,000

令 和 7
年度から
令 和 8
年度まで

19,000 19,000

子育て支援拠点
管理運営委託料

120,805千円
に物価変動及
び税制度の変
化による増減
額を加算した
額

限度額に
同じ

令 和 7
年度から
令 和 12
年度まで

限度額に
同じ

80,530

当該年度以降
の支出予定額
から特定財源
を差し引いた
額

リサイクル施設
運 転 等 委 託 料

343,954 343,954

令 和 7
年度から
令 和 11
年度まで

343,954 343,954
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（単位　千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

補正前の額 31,117,856 33,366,109 3,597,500 3,155,924 33,807,685

補 正 額 4,000 4,000

補正後の額 31,117,856 33,366,109 3,601,500 3,155,924 33,811,685

補正前の額 6,905,437 6,561,527 695,200 968,427 6,288,300

補 正 額 4,000 4,000

補正後の額 6,905,437 6,561,527 699,200 968,427 6,292,300

補 正 前 の 額 236,000 236,925 70,000 37,875 269,050

補 正 額 13,000 13,000

補 正 後 の 額 236,000 236,925 83,000 37,875 282,050

補 正 前 の 額 6,225 44,050 975 43,075

補 正 額 13,000 13,000

補 正 後 の 額 6,225 44,050 13,000 975 56,075

補正前の額 53,330,491 53,866,382 3,667,500 5,212,455 52,321,427

補 正 額 17,000 17,000

補正後の額 53,330,491 53,866,382 3,684,500 5,212,455 52,338,427

計

(2) 土 木

 2 災 害 復 旧 債

(6) 土 木

 1 普 通 債

  地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に
  前 年 度 末 及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の
  見 込 み に 関 す る 調 書

区                分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末
現在高見込額





－ 43 －

令 小

千円

1 事 業 収 入 30,

 

020,232 8,7

田

00,000 38,7

 

20,232

原 

歳　　入　　合

市

　　計 30,770,

 

000 8,700,0

競

00 39,470,0

 

00

和 輪 事 業 特 別  会 計

歳 入 歳 出

７

 補 正 予 算 事

 

 項 別 明 細 書

年

１　総　括

 

（歳　 入）

度

款 補 正 前 の 額

 

補　正　額 計

千円 千円



－ 44 －

 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 1,079,870 25,000 1,104,870 25,000

（歳

2 事 業 費 29,675

 

,012 8,181,

　

600 37,856,

出

612 8,181,6

）

00

補　

3 予 備 費 15

　

,118 493,40

正

0 508,518 49

　

3,400

　額　

歳

　

　　出　　合　　計 3

の

0,770,000 8

　

,700,000 39

　

,470,000 8,

財

700,000

　　源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県



－ 45 －

 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 1,079,870 25,000 1,104,870 25,000

（歳

2 事 業 費 29,675

 

,012 8,181,

　

600 37,856,

出

612 8,181,6

）

00

補　

3 予 備 費 15

　

,118 493,40

正

0 508,518 49

　

3,400

　額　

歳

　

　　出　　合　　計 3

の

0,770,000 8

　

,700,000 39

　

,470,000 8,

財

700,000

　　源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県



－ 46 －

２　

32 8,700,000 38,720,232

(項) 1 事業収入

1 事 業 収 入 29,978,549 8,700,000 38,678,549

1 車 券 発 売 金 29,300,000 8,700,000 38,0

歳

00,000 1 車 券 発 売 金 8,700,000 通常開催

節
款 項 目 補

　

 

歳　　入　

正

　合　　計 30,77

 

0,000 8,700

前

,000 39,470

 

,000

の 額 補　

　

正　額 計 説　　　　　

入

　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 事業収入

1 事 業 収 入 30,020,2



－ 47 －

２　

32 8,700,000 38,720,232

(項) 1 事業収入

1 事 業 収 入 29,978,549 8,700,000 38,678,549

1 車 券 発 売 金 29,300,000 8,700,000 38,0

歳

00,000 1 車 券 発 売 金 8,700,000 通常開催

節
款 項 目 補

　

 

歳　　入　

正

　合　　計 30,77

 

0,000 8,700

前

,000 39,470

 

,000

の 額 補　

　

正　額 計 説　　　　　

入

　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 事業収入

1 事 業 収 入 30,020,2



－ 48 －

３　

出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 総務費

1 総 務 費 1,079,870 25,000 1,104,870 25,000

(項) 1 競輪総務費

1 競 輪 総 務 費 829,870 25,0

歳

00 854,870 25,000

2 施 設 管 理 費 719,799 25,000 744,799 25,000 10 需 用 費 20,000 施設新設改修費 5,000

　小田原競輪場走路改修設計事業費

　　（令

　

和7～8年度継続事業

補

　継続費設定額　10

　

,000）12 委

正

託 料 5,000

そ

　

の他施設管理費 20

額

,000

2 事 業

　

費 29,675,01

の

2 8,181,600

　

37,856,612

財

8,181,600

　

　

1 競 輪 開 催 費 29

源

,675,012 8,

　

181,600 37,

内

856,612 8,1

　

81,600

訳

1 競 輪 開 催 費 29,

節

675,012 8,1

款

81,600 37,8

項

56,612 8,18

目

1,600 12 委 託 料

出

補

385,000 関係団

正

体費 261,00

前

0

　委託料

　　

の

サイクルテレホン事務

額

センター運営委託金

補

13 使 用 料 15,6

　

00

　　ＪＫＡ委託金

正

及 び 賃 借 料

　

18 負 担 金 補 助 1,2

額

81,000 払戻金

計

6,500,000

特

及 び 交 付 金 場間場

　

外費 1,062,5

定

00

22 償 還

　

金 利 子 6,500,0

財

00 一般経費 358

　

,100

　競輪開催

源

等包括委託料及 び

一

割 引 料

3 予 備 費 1

般

5,118 493,4

財

00 508,518 4

源

93,400

1

区

予 備 費 15,118 4

　

93,400 508,

　

518 493,400

分

1 予 備 費 1

金

5,118 493,4

　

00 508,518 4

　

93,400

額
説　　

歳　　出　　

　

合　　計 30,770

　

,000 8,700,

　

000 39,470,

　

000 8,700,0

　

00

　　　　　　　　明

国県支



－ 49 －

３　

出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 総務費

1 総 務 費 1,079,870 25,000 1,104,870 25,000

(項) 1 競輪総務費

1 競 輪 総 務 費 829,870 25,0

歳

00 854,870 25,000

2 施 設 管 理 費 719,799 25,000 744,799 25,000 10 需 用 費 20,000 施設新設改修費 5,000

　小田原競輪場走路改修設計事業費

　　（令

　

和7～8年度継続事業

補

　継続費設定額　10

　

,000）12 委

正

託 料 5,000

そ

　

の他施設管理費 20

額

,000

2 事 業

　

費 29,675,01

の

2 8,181,600

　

37,856,612

財

8,181,600

　

　

1 競 輪 開 催 費 29

源

,675,012 8,

　

181,600 37,

内

856,612 8,1

　

81,600

訳

1 競 輪 開 催 費 29,

節

675,012 8,1

款

81,600 37,8

項

56,612 8,18

目

1,600 12 委 託 料

出

補

385,000 関係団

正

体費 261,00

前

0

　委託料

　　

の

サイクルテレホン事務

額

センター運営委託金

補

13 使 用 料 15,6

　

00

　　ＪＫＡ委託金

正

及 び 賃 借 料

　

18 負 担 金 補 助 1,2

額

81,000 払戻金

計

6,500,000

特

及 び 交 付 金 場間場

　

外費 1,062,5

定

00

22 償 還

　

金 利 子 6,500,0

財

00 一般経費 358

　

,100

　競輪開催

源

等包括委託料及 び

一

割 引 料

3 予 備 費 1

般

5,118 493,4

財

00 508,518 4

源

93,400

1

区

予 備 費 15,118 4

　

93,400 508,

　

518 493,400

分

1 予 備 費 1

金

5,118 493,4

　

00 508,518 4

　

93,400

額
説　　

歳　　出　　

　

合　　計 30,770

　

,000 8,700,

　

000 39,470,

　

000 8,700,0

　

00

　　　　　　　　明

国県支
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（単位　千円）

7 5,000 5,000 5,000 5,000 50.0
%

8 5,000 5,000 5,000 50.0

計 10,000 10,000 5,000 5,000 5,000 100.0

1

競

輪

総

務

費

小田原競輪場
走 路 改 修
設 計 事 業

補
正
額

1

総

務

費

継 続 費 に つ い て の 前 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 、 前 年 度 末
ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書 調 書

款 項 事 業 名

区

分

全 体 計 画

前前年度

末までの

支 出 額

前 年 度

末までの

支 出

(見込)額

当該年度

支 出

予 定 額

当該年度

末までの

支 出

予 定 額

翌 年 度

以降支出

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

年

度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他



－ 51 －

令 小

正　額 計

千円 千円 千円

 

2 国 庫 支 出 金 2,61

田

9 2,328 4,94

 

7

原

歳　

 

　入　　合　　計 19

市

,343,000 2,

 

328 19,345,

国

328

 和 民 健 康 保 険  事 業 特 別 会 ７ 計

歳 入 歳 出 補

 

 正 予 算 事 項

年

 別 明 細 書
１　

 

総　括

度

（歳　 入）

款 補

 

 正 前 の 額 補　



－ 52 －

 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 414,497 2,328 416,825 2,328

（歳

歳　　出

 

　　合　　計 19,3

　

43,000 2,32

出

8 19,345,32

）

8 2,328

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県



－ 53 －

 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 414,497 2,328 416,825 2,328

（歳

歳　　出

 

　　合　　計 19,3

　

43,000 2,32

出

8 19,345,32

）

8 2,328

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県



－ 54 －

２　

,328 4,947

(項) 1 国庫補助金

1 国 庫 補 助 金 2,619 2,328 4,947

4 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 2,328 2,328 1 子ども・子育て 2,328

事 業 費 補 助 金 支 援 事 業 費

補 助 金

歳

節
款 項

歳　　入　　

目

合　　計 19,343

補

,000 2,328 1

　

 

9,345,328

正 前 の 額 補　

　

正　額 計 説　　　　　

入

　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 2 国庫支出金

2 国 庫 支 出 金 2,619 2



－ 55 －

２　

,328 4,947

(項) 1 国庫補助金

1 国 庫 補 助 金 2,619 2,328 4,947

4 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 2,328 2,328 1 子ども・子育て 2,328

事 業 費 補 助 金 支 援 事 業 費

補 助 金

歳

節
款 項

歳　　入　　

目

合　　計 19,343

補

,000 2,328 1

　

 

9,345,328

正 前 の 額 補　

　

正　額 計 説　　　　　

入

　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 2 国庫支出金

2 国 庫 支 出 金 2,619 2



－ 56 －

３　

出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 総務費

1 総 務 費 414,497 2,328 416,825 2,328

(項) 2 賦課徴収費

2 賦 課 徴 収 費 91,072 2,328 93,400

歳

2,328

1 賦 課 徴 収 費 91,072 2,328 93,400 2,328 12 委 託 料 2,328 賦課徴収費

　基幹業務システム改修委託料

　

補　正　

歳　　出

額

　　合　　計 19,3

　

43,000 2,32

の

8 19,345,32

　

8 2,328

財

　

　源　内　訳 節

款 項 目

出

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
一般財源 区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　　明

国県支



－ 57 －

３　

出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 総務費

1 総 務 費 414,497 2,328 416,825 2,328

(項) 2 賦課徴収費

2 賦 課 徴 収 費 91,072 2,328 93,400

歳

2,328

1 賦 課 徴 収 費 91,072 2,328 93,400 2,328 12 委 託 料 2,328 賦課徴収費

　基幹業務システム改修委託料

　

補　正　

歳　　出

額

　　合　　計 19,3

　

43,000 2,32

の

8 19,345,32

　

8 2,328

財

　

　源　内　訳 節

款 項 目

出

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
一般財源 区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　　明

国県支



－ 58 －

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て
の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み
及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

　　（単位　千円）

事　　　　　項 限 度 額 負 担 額

前年度 末ま での 当該年 度以 降の 左 の 財 源 内 訳

支 出 （ 見 込 ) 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源 一 　般
財　 源

令 和 7
年度から
令 和 8
年度まで

3,758 3,758
資 格 確 認 書 等
作 成 ・ 封 入
封 か ん 委 託 料

3,758 3,758



－ 59 －

令 小

補　正　額 計

千円 千円

 

千円

2 国 庫 支 出 金 47

田

,038 7,480 5

 

4,518

原 

歳　　入　　合　

市

　計 6,024,00

 

0 7,480 6,03

後

1,480

 和 期 高 齢 者 医  療 事 業 特 別 ７ 会 計

歳 入 歳 出

 

 補 正 予 算 事

年

 項 別 明 細 書

 

１　総　括

度

（歳　 入）

 

款 補 正 前 の 額



－ 60 －

 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 139,974 7,480 147,454 7,480

（歳

歳　　出

 

　　合　　計 6,02

　

4,000 7,480

出

6,031,480 7

）

,480

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県



－ 61 －

 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 総 務 費 139,974 7,480 147,454 7,480

（歳

歳　　出

 

　　合　　計 6,02

　

4,000 7,480

出

6,031,480 7

）

,480

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 県



－ 62 －

２　

7,480 54,518

(項) 1 国庫補助金

1 国 庫 補 助 金 47,038 7,480 54,518

1 事 業 費 補 助 金 47,038 7,480 54,518 1 事業費補助金 7,480 子ども・子育て支援事業費補

歳

助金(10/10)

節
款 項 目

歳

補

　　入　　合　　計 6

　

 

,024,000 7,

正

480 6,031,4

 

80

前 の 額 補　

　

正　額 計 説　　　　　

入

　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 2 国庫支出金

2 国 庫 支 出 金 47,038
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２　

7,480 54,518

(項) 1 国庫補助金

1 国 庫 補 助 金 47,038 7,480 54,518

1 事 業 費 補 助 金 47,038 7,480 54,518 1 事業費補助金 7,480 子ども・子育て支援事業費補

歳

助金(10/10)

節
款 項 目

歳

補

　　入　　合　　計 6

　

 

,024,000 7,

正

480 6,031,4

 

80

前 の 額 補　

　

正　額 計 説　　　　　

入

　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 2 国庫支出金

2 国 庫 支 出 金 47,038
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３　

出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 総務費

1 総 務 費 139,974 7,480 147,454 7,480

(項) 1 後期高齢者医療総務費

1 後期高齢者医療総務費 122,808

歳

7,480 130,288 7,480

1 一 般 管 理 費 122,808 7,480 130,288 7,480 12 委 託 料 7,480 一般経費

　事務処理システム改修委託料

　

補　正　額

歳

　

　　出　　合　　計 6

の

,024,000 7,

　

480 6,031,4

財

80 7,480

　

　源　内　訳 節

款 項 目

出

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
一般財源 区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　　明

国県支
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３　

出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) 1 総務費

1 総 務 費 139,974 7,480 147,454 7,480

(項) 1 後期高齢者医療総務費

1 後期高齢者医療総務費 122,808

歳

7,480 130,288 7,480

1 一 般 管 理 費 122,808 7,480 130,288 7,480 12 委 託 料 7,480 一般経費

　事務処理システム改修委託料

　

補　正　額

歳

　

　　出　　合　　計 6

の

,024,000 7,

　

480 6,031,4

財

80 7,480

　

　源　内　訳 節

款 項 目

出

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源
一般財源 区　　分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　　明

国県支
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千円

1 水 道 事 業 収 益 14,118

2 営 業 外 収 益 14,118

6
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

14,118

千円

1 資 本 的 収 入 157,500

1 企 業 債 157,500

1 企 業 債 157,500

千円

1 資 本 的 支 出 157,537

1 建 設 改 良 費 157,537

1 第五期拡張事業費 157,537

支　　　出

款 項 目 補正予定額 備　　　　　考

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 補正予定額 備　　　　　考

令和７年度小田原市水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入

備　　　　　考款 項 目 補正予定額
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益又は当年度純損失（△は当年度純損失） △ 313,183

減価償却費 1,217,866

固定資産除却費 19,537

引当金の増減額（△は減少） 78,500

長期前受金戻入額 △ 186,170

受取利息及び受取配当金 △ 2

支払利息 146,442

未収金の増減額 （△は増加） 39,138

未払金の増減額 （△は減少） 661,675

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,000

　小計 1,664,803

利息及び配当金 の受取額 2

利息の支払額 △ 146,442

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,518,363

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 5,519,730

国庫補助金等による収入 74,755

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 20,938

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,424,037

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 5,642,794

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 731,025

リース債務の償還による支出 △ 11,580

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,900,189

資金増加額(又は減少額) 994,515

資金期首残高 4,290,871

資金期末残高 5,285,386

令和７年度小田原市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

(単位　千円)
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期 間 期 間 国県支出金
損 益 勘 定
留保資金等

当該年度以降
の支払義務発
生予定額から
企業債を差し
引いた額

(単位　千円) 

金　　額

事 項 限 度 額
支 払 義 務 発 生 予 定 額

負 担 額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

企 業 債

左 の 財 源 内 訳

563,746

当該年度以降
の支払義務発
生予定額のう
ち、企業債の
発行可能額

金　　額

当 該 年 度 以 降 の前 年 度 末 ま で の

支払義務発生(見込)額

高田浄水場再整備事業
設 計 建 設 事 業 費
（ そ の ３ ）

老 朽 管 対 策 事 業 費 13,200 13,200
令和7年度から
令和8年度まで

13,200

563,746 563,746
令和7年度から
令和11年度まで

13,200
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　　(単位　千円)

１

(１)

ア 1,102,334

イ 2,078,755

△ 1,113,820 964,935

ウ 52,467,888

△ 29,823,944 22,643,944

エ 7,854,022

△ 5,324,554 2,529,468

オ 34,374

△ 32,655 1,719

カ 342,660

△ 316,530 26,130

キ 56,861

△ 40,941 15,920

ク 7,022,172

34,306,622

(２)

ア 20

20

(３)

ア 48,000

48,000

34,354,642

２

(１) 5,285,386

(２) 432,538

△ 1,251 431,287

(３) 101,117

(４) 6

5,817,796

40,172,438

令和７年度小田原市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

(令和８年３月３１日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(１)

ア

14,629,878

(２)

ア 464,121

イ 127,460

ウ 96,552

688,133

15,318,011

４

(１)

ア 819,739

819,739

(２) 7,784

(３) 1,872,668

(４) 303,723

(５)

ア 46,107

イ 8,432

54,539

3,058,453

５

(１) 3,774,827

3,774,827

22,151,291

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に 14,629,878

充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 15,380,787

７

(１)

ア 82,308

イ 60,576

ウ 19,740

エ 45,117

オ 4,236

211,977

(２)

ア 1,114,142

イ 1,651,025

ウ 336,784

2,428,383

2,640,360

18,021,147

40,172,438

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 ( 県 ) 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処理欠損金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

１　資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

 ・減価償却の方法 定額法（但し、水道事業の取替資産については取替法による。）

 ・主な耐用年数

  建物 １０～５０年

  構築物 １０～６０年

  機械及び装置 ８～２０年

  車両運搬具 ４～　５年

  工具・器具及び備品 ２～１５年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

 ・減価償却の方法 定額法

 ・主な耐用年数

  施設利用権 ３０年

（３）リース資産

 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

 金額を計上する。

（２）賞与引当金

 き、当年度の負担に属する額を計上する。

（３）法定福利費引当金

 支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

（４）貸倒引当金

（５）特別修繕引当金

 の定期修繕から当事業年度末までの期間に対応する額を計上する。

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念のある債権の額を計上する。

設備等に係る定期的かつ大規模な修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

なお、会計基準変更時差異（２０８，１２４千円）については、平成２６年度から省令

で定める退職給付引当金の経過措置に係る限度内の年度数（１５年度）で、均等に分割

 して、費用処理する。

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ
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４　消費税及び地方消費税の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

　ものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は８，１７６千円である。

２　長期前受金収益化累計額 ４，０５１，４７４千円

３　給与費に係る引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

 あるため、賞与引当金４４，５４３千円を取り崩す見込みである。

（２）法定福利費引当金の取崩し

 定福利費引当金８，１４７千円を取り崩す見込みである。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　リース取引の処理方法

  る方法に準じた会計処理による。

  係る方法に準じた会計処理による。

２　リース会計に係る特例措置

  計処理による。

３　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

 １年内 ７,８７１千円

 １年超 １５,７５９千円

 　計 ２３,６３０千円

Ⅳ．その他の注記

　新会計基準移行に係る経過措置

 修繕引当金に係る経過措置

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものは、引き続き従前の例により取り崩す。

当年度において、期末手当及び勤勉手当として１２２，７５７千円を支給する見込みで

当年度において、法定福利費として８７，３７７千円を支払する見込みであるため、法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス･リース取引については、通常の売買取引に係

リース料総額が３００万円未満のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に
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款 項 既決予算額 補正予定額 計

千円 千円 千円

1 3,548,333 14,118 3,562,451

2 749,503 14,118 763,621

6 消 費 税 及 び 261,880 14,118 275,998

地 方 消 費 税 還 付 金

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

目

令和７年度小田原市水道
  収益的
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備　　　　　　　　　　　　　考

千円 千円千円

消 費 税 及 び 14,118

地方消費税還付金

節
備　　　考

区　　　分 金　　　額

事業会計補正予算説明書
収入
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収

款 項 既決予算額 補正予定額 計

千円 千円 千円

1 4,478,793 157,500 4,636,293

1 4,383,100 157,500 4,540,600

1 企 業 債 4,383,100 157,500 4,540,600

款 項 既決予算額 補正予定額 計

千円 千円 千円

1 5,418,695 157,537 5,576,232

1 4,677,670 157,537 4,835,207

1 第 五 期 拡 張 事 業 費 4,013,005 157,537 4,170,542

資 本 的 支 出

企 業 債

資 本 的 収 入

目

建 設 改 良 費

支

令和７年度小田原市水道

目

  資本的収入
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入
備　　　　　　　　　　　　　考

千円 千円千円

企 業 債 157,500

備　　　　　　　　　　　　　考

千円 千円千円

工 事 請 負 費 157,537 第五期拡張事業

高田浄水場再整備事業設計建設業務

　（令和7年度債務負担行為設定）

節

金　　　額

備　　　考
区　　　分 金　　　額

及び支出

節

出

事業会計補正予算説明書

備　　　考
区　　　分
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千円

1 病 院 事 業 収 益 231,568

1 医 業 収 益 206,548

1 入 院 収 益 143,007

2 外 来 収 益 63,541

2 医 業 外 収 益 25,020

3 補 助 金 25,020

千円

1 病 院 事 業 費 用 410,000

1 医 業 費 用 410,000

1 給 与 費 260,000

2 材 料 費 150,000

項 目

令和７年度小田原市病院事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

款 補正予定額 備　　　　　　考

款 項 目 補正予定額 備　　　　　　考

収　　　入

支　　　出
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千円

1 資 本 的 収 入 350

4 寄 附 金 350

1 寄 附 金 350

千円

1 資 本 的 支 出 2,350

1 建 設 改 良 費 2,000

1 施 設 改 良 費 2,000

4 基 金 造 成 費 350

1 基 金 造 成 費 350

支　　　出

款 項 目 補正予定額 備　　　　　　考

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 補正予定額 備　　　　　　考
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益又は当年度純損失（△は当年度純損失） △ 1,324,521

減価償却費 907,209

固定資産除却費 6,000

貸付金の返済免除 8,160

長期前払消費税等の増減額（△は増加） △ 1,567,271

引当金の増減額（△は減少） 31,319

長期前受金戻入額 △ 64,726

支払利息 216,544

未収金の増減額 （△は増加） △ 1,590,998

未払金の増減額 （△は減少） 2,376,996

預り金の増減額 （△は減少） △ 644

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,010

　小計 △ 999,922

利息の支払額 △ 216,544

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,216,466

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 20,535,160

貸付金の支出 △ 14,400

貸付金の回収による収入 540

国庫補助金等による収入 3,490,990

寄附金による収入 2,121

基金造成費による支出 △ 2,621

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 17,058,530

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 16,117,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 450,000

リース債務の償還による支出 △ 290,899

財務活動によるキャッシュ・フロー 15,376,401

資金増加額(又は減少額) △ 2,898,595

資金期首残高 14,182,380

資金期末残高 11,283,785

令和７年度小田原市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

(単位：千円)



－ 84 －

１　総　括

（単位　千円）

特別職 一般職 手当等 退職給付費 計

(348)

14 707

( )

0 3

(0) (348)

14 710

(348)

14 707

( )

0 3

0 (348)

14 710

0 ( )

0

0 ( )

0 0

0 ( )

0 0

備考　（　）内は、短時間勤務職員について示す。

手当等、退職給付費及び法定福利費には、引当金繰入額を含む。

8,045,848

37,700

8,083,548

260,000

2,000

262,000

備　考合　計

8,305,848

39,700

8,345,548

（１）総　括

比
　
較

損益勘定支弁職員 30,000

資本勘定支弁職員 0

合　計 30,000

補
正
前

損益勘定支弁職員 1,089,707

資本勘定支弁職員 6,000

合　計 1,095,707

区　分 法定福利費

補
正
後

損益勘定支弁職員 1,119,707

資本勘定支弁職員 6,000

合　計 1,125,707

6,987,841

525

0

1,000

14,300

0

3,301,622

81,000

7,186,141

80,000

230,000

15,300 0

230,0003,455,694

3,441,394

0

2,000

3,521,3943,434,222

3,536,694

150,000

1,000

0

区　分

補
正
前

報　酬 給　料

0

補
正
後

3,452,622

525

3,284,222

525合　計

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

合　計

資本勘定支弁職員

給　与　費　明　細　書

比
　
較

0

230,000

0

232,000151,000

給　　　与　　　費職員数（人）

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

31,700

33,700

6,956,141

230,000 7,219,841

0

0 18,400

525

230,000

17,400

合　計

資本勘定支弁職員
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（単位　千円）

地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

補正後 408,901 53,564 800,959 638,102 301,050 24,000 124,183 10

補正前 397,901 53,564 769,559 611,602 291,950 24,000 124,183 10

比　較 11,000 0 31,400 26,500 9,100 0 0 0

通勤手当
在宅勤務
等 手 当

特殊勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

住居手当 児童手当
宿 日 直
手　　当

補正後 90,112 794,200 77,530 52,000 30,083 142,000

補正前 90,112 794,200 74,530 52,000 30,083 142,000

比　較 0 0 0 3,000 0 0 0 0

区分

　　　　　　　　　　　　　手　当　等　の　内　訳

区分

　　　　　　　　　　　　　手　当　等　の　内　訳
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（２）会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

特別職 一般職 手当等 退職給付費 計

(8)

14 674

( )

3

(0) (8)

14 677

(8)

14 674

( )

3

(0) (8)

14 677

0 ( )

0

0 ( )

0 0

0 ( )

0 0

備考　（　）内は、短時間勤務職員について示す。

手当等、退職給付費及び法定福利費には、引当金繰入額を含む。

備　考

損益勘定支弁職員 20,000

資本勘定支弁職員 0
比
　
較

合　計 20,000

182,000

2,000

184,000

補
正
前

損益勘定支弁職員 962,307

資本勘定支弁職員 6,000

合　計 968,307

6,681,718

37,700

6,719,418

補
正
後

損益勘定支弁職員 525 2,616,222 3,044,664

区　分
職員数（人）

報　酬 給　料

220,000 5,881,411

資本勘定支弁職員 18,400 15,300 33,700

合　計 525 2,634,622 3,059,964

給　　　与　　　費

220,000 5,719,411

220,000 5,915,111

31,700

合　計 525 2,533,622 2,996,964 220,000

資本勘定支弁職員 17,400 14,300

5,751,111

補
正
前

損益勘定支弁職員 525 2,516,222

合　計 0 101,000 63,000

2,982,664

0 162,000

資本勘定支弁職員 0 1,000 1,000 0 2,000
比
　
較

損益勘定支弁職員 0

0 164,000

100,000 62,000

合　計

6,863,718

39,700

6,903,418

区　分 法定福利費

補
正
後

損益勘定支弁職員 982,307

資本勘定支弁職員 6,000

合　計 988,307
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（単位　千円）

地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

補正後 337,901 53,564 671,059 516,102 215,950 24,000 124,183 10

補正前 329,901 53,564 645,559 493,602 210,950 24,000 124,183 10

比　較 8,000 0 25,500 22,500 5,000 0 0 0

通勤手当
在宅勤務
等 手 当

特殊勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

住居手当 児童手当
宿 日 直
手　　当

補正後 66,112 0 757,000 70,000 52,000 30,083 142,000

補正前 66,112 757,000 68,000 52,000 30,083 142,000

比　較 0 0 2,000 0 0 0

区分

　　　　　　　　　　　　　手　当　等　の　内　訳

区分

　　　　　　　　　　　　　手　当　等　の　内　訳
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（３）会計年度任用職員 （単位　千円）

報　酬 給　料 手当等 退職給付費 計

(340)

33

( )

(340)

33

(340)

33

( )

(340)

33

( )

0

( )

0

( )

0

備考　（　）内は、短時間勤務職員について示す。

手当等、退職給付費及び法定福利費には、引当金繰入額を含む。

比
　
較

損益勘定支弁職員 10,000 78,000

資本勘定支弁職員 0 0

合　計 10,000 78,000

補
正
前

損益勘定支弁職員 127,400 1,364,130

資本勘定支弁職員 0

合　計 127,400 1,364,130

区　分 法定福利費 合　計 備　考

補
正
後

損益勘定支弁職員 137,400 1,442,130

資本勘定支弁職員 0

合　計 137,400 1,442,130

区　分
職員数
（人）

10,000 1,304,730

給　　　与　　　費

10,000 1,304,730

合　計 0 768,000 458,730 10,000

資本勘定支弁職員

1,236,730

資本勘定支弁職員 0 0 0
比
　
較

損益勘定支弁職員 0 50,000 18,000 0 68,000

0 0

合　計 0 50,000 18,000 68,0000

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 768,000 458,730 10,000 1,236,730

合　計 0 818,000 476,730

補
正
後

損益勘定支弁職員 818,000 476,730

資本勘定支弁職員
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（単位　千円）

地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

補正後 71,000 129,900 122,000 85,100

補正前 68,000 124,000 118,000 81,000

比　較 3,000 5,900 4,000 4,100 0 0 0

通勤手当
在宅勤務
等 手 当

特殊勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

住居手当 児童手当
宿 日 直
手　　当

補正後 24,000 37,200 7,530 0

補正前 24,000 37,200 6,530

比　較 0 0 1,000 0 0 0 0

区分

　　　　　　　　　　　　　手　当　等　の　内　訳

区分

　　　　　　　　　　　　　手　当　等　の　内　訳
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２　給料及び手当等の増減額の明細

区　分 増減額

千円 千円 給与改定の状況

　給料の改定率　3.41％

　給与改定の実施時期　7年12月

３　給料及び手当等の状況

（１）職員１人当たり給与

一般行政職 技能労務職 医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 全職種

328,315 235,900 483,499 315,096 322,846 346,670

39歳 6月 61歳 1月 42歳 7月 38歳 6月 38歳 3月 39歳 1月

326,147 352,800 474,069 310,836 315,580 341,430

39歳 6月 61歳 1月 42歳 7月 38歳 6月 38歳 3月 39歳 1月

補正前 補正後

530,785 551,125

（２）期末手当・勤勉手当

支給率計

6月（月分） （月分）

(1.200) (2.45) 

2.30 4.65

(1.200) (2.40) 

2.30 4.60

備考　（　）内は、再任用職員について示す。

職制上の段階、職務の
級等による加算措置○

備　考

有

有

区　分

給与改定後

給与改定前

支給期別支給率

12月（月分）

(1.250) 

2.35

(1.200) 

2.30

増減事由別内訳

給与改定に伴う
増　　減　　分

給与改定に伴う
増　　減　　分

区　　　分

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

区　　　分

給与改定後

給与改定前

平均給料月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

手　当　等 81,000 81,000

備　　考

給　　　料 151,000 151,000

説　　明



－ 91 －

　　(単位　千円)

１

(１)

ア 376,509

イ 7,996

ウ 10,063,421

△ 8,493,781 1,569,640

エ 370,937

△ 340,908 30,029

オ 8,887,470

△ 5,615,426 3,272,044

カ 3,364

△ 2,619 745

キ 2,742,700

△ 142,628 2,600,072

ク 26,267,843

34,124,878

(２)

ア 30,525

△ 3,600 26,925

イ 2,554,264

ウ 9,879

2,591,068

36,715,946

２

(１) 11,283,785

(２) 5,753,203

△ 17,000 5,736,203

(３) 65,000

17,084,988

53,800,934

器 械 備 品

令和７年度小田原市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

(令和８年３月３１日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

投資その他の資産合計

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 付 金

奨学金返済免除引当金

長 期 前 払 消 費 税

基 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(１)

ア 20,173,934

20,173,934

(２) 2,081,707

(３)

ア 2,453,831

2,453,831

24,709,472

４

(１)

ア 379,603

379,603

(２) 528,881

(３) 6,115,090

(４)

ア 401,654

イ 70,687

472,341

(５)

ア 31,585

31,585

7,527,500

５

(１) 5,477,223

5,477,223

37,714,195

建設改良費等の財源に

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

充てる ため の企 業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てる ため の企 業債

長 期 前 受 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 7,560,486

７

(１)

ア 29,995

イ 2,583

ウ 166,747

199,325

(２)

ア 4,500,000

イ 1,300,000

ウ 2,526,928

8,326,928

8,526,253

16,086,739

53,800,934

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

１　資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

 ・減価償却の方法 定額法

 ・主な耐用年数

建物 １５～４９年

構築物 １０～５０年

器械備品 ２～２１年

車両 ２～　６年

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

 ・減価償却の方法 定額法

（３）リース資産

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

 金額を計上する。

（２）賞与引当金

 き当年度の負担に属する額を計上する。

（３）法定福利費引当金

 支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

（４）貸倒引当金

 計上する。

（５）奨学金返済免除引当金

 見込み、返済免除予定相当額を計上する。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

  当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を

奨学金の返済免除による損失に備えるため、返済免除対象者となる採用者を

２，７２３，７４５千円、２，７２３，７４５千円である。
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Ⅲ．予定貸借対照表等関連

１　長期前受金収益化累計額

２　給与費に係る引当金の取崩し

（１）退職給付引当金の取崩し

 付引当金１６５，０００千円を取り崩す見込みである。

（２）賞与引当金の取崩し

 であり、賞与引当金３７５，７９０千円を取り崩す見込みである。

（３）法定福利費引当金の取崩し

 法定福利費引当金６３，６７２千円を取り崩す見込みである。

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

１　リース取引の処理方法

    

  係る方法に準じた会計処理による。

  

  係る方法に準じた会計処理による。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

７１３，６４０千円

当年度において、退職手当として１６５，０００千円を支給する見込みであり、退職給

当年度において、期末手当及び勤勉手当として１，４０８，８４４千円を支給する見込み

当年度において、法定福利費として１，１１８，６９２千円を支払する見込みであり、

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
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款 項 既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計

千円 千円 千円

1 15,289,702 231,568 15,521,270

1 13,888,456 206,548 14,095,004

1 入 院 収 益 10,481,778 143,007 10,624,785

2 外 来 収 益 3,296,523 63,541 3,360,064

2 1,401,244 25,020 1,426,264

3 補 助 金 63,464 25,020 88,484

15,289,702 231,568 15,521,270

令和７年度小田原市病院事業

  収益的収入

収  

病 院 事 業 収 益

目

医 業 収 益

医 業 外 収 益

計
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千円

入 院 収 益 143,007

外 来 収 益 63,541

県 補 助 金 25,020 病院経営緊急支援金

会計補正予算説明書

及び支出

　入

千円

備　　　　　　　　　　　　　考
節

区　　　分 金　　　額
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款 項 既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計

千円 千円 千円

1 16,571,639 410,000 16,981,639

1 15,980,422 410,000 16,390,422

1 給 与 費 8,045,848 260,000 8,305,848

2 材 料 費 4,037,502 150,000 4,187,502

16,571,639 410,000 16,981,639

 支　

目

病 院 事 業 費 用

計

医 業 費 用
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千円

給 料 150,000

手 当 等 80,000

法 定 福 利 費 30,000

薬 品 費 100,000

診 療 材 料 費 50,000

　出

節
備　　　　　　　　　　　　　考

区　　　分 金　　　額

千円
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款 項 既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計

千円 千円 千円

1 19,610,601 350 19,610,951

4 1,771 350 2,121

1 寄 附 金 1,771 350 2,121

19,610,601 350 19,610,951

款 項 既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計

千円 千円 千円

1 21,442,297 2,350 21,444,647

1 20,974,626 2,000 20,976,626

1 施 設 改 良 費 17,626,550 2,000 17,628,550

4 2,271 350 2,621

1 基 金 造 成 費 2,271 350 2,621

21,442,297 2,350 21,444,647

目

資 本 的 収 入

令和７年度小田原市病院事業

  資本的収入

収  

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

 支　

目

計

寄 附 金

計

基 金 造 成 費



－ 101 －

千円

寄 附 金 350 市立病院新病院建設基金寄附金

千円

給 料 1,000

手 当 等 1,000

基 金 造 成 費 350 市立病院新病院建設基金積立金

　（寄附金充当　11件）

備　　　　　　　　　　　　　考
区　　　分 金　　　額

千円

節

会計補正予算説明書

及び支出

　入

千円

　出

節
備　　　　　　　　　　　　　考

区　　　分 金　　　額
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期 間 期 間 国県支出金
損 益 勘 定
留保資金等

30,000 30,000
令和 7年度から
令和 8年度まで

汚 水 管 渠 整 備 事 業 費 30,000 30,000

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

(単位　千円) 

事 項

前 年 度 末 ま で の

支払義務発生 (見込 )額限 度 額

金　　額

負 担 額
左 の 財 源 内 訳

支 払 義 務 発 生 予 定 額

金　　額

令　和　７　年　度　小　田　原　市　下　水　道　事　業　会　計

企 業 債

当 該 年 度 以 降 の


